
●東京都福祉保健局「福祉・衛生統計年報（平成20年度）」より作成

東京都児童相談所内の全相談対応件数に占める虐待相談対応件数の割合の推移
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●対象は、国立・公立・私立の中学校（中等教育学校前期課程は含まない）である。
●文部科学省「平成20年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」、各都府県「学校基本調査報告」より作成

都府県別の中学校の生徒100人当たりの不登校生徒の出現率の推移

全国平均

東京都
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2
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4
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全国平均 東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府

％
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●東京都教育庁「平成20年度における児童・生徒の問題行動等の実態について」により作成

都内公立中学校における不登校生徒数及び生徒100人当たりの出現率の推移
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●東京都教育庁「平成20年度における児童・生徒の問題行動等の実態について」より作成

都内公立高等学校（全日制：定時制）における不登校生徒数及び
生徒100人当たりの出現率の推移

945

1,057
986

1,043

867

997

2,450

2,126

2,677 2,702

2,183
2,231

0.860.740.870.800.830.73

16.43
16.01

20.3920.23

16.44

19.21

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00
全日制 定時制 全日制生徒100人当たりの出現率 定時制生徒100人当たりの出現率

人 ％

25



●東京都教育庁「平成20年度における児童・生徒の問題行動等の実態について」より作成

都内公立小学校・中学校・高等学校における暴力行為発生件数の推移
（平成15年度～20年度）
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●平成17年度まではいじめの発生件数、平成18年度以降はいじめの認知件数として把握。
●数値は、公立小学校・中学校・高等学校・特殊教育諸学校の計である。
●文部科学省「生徒指導上の諸問題の現状について」（平成15年度、16年度）より作成
●文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（平成18年度、19年度、20年度）より作成

都府県別の児童・生徒1000人当たりのいじめの発生・認知件数の推移

全国平均

東京都
埼玉県

千葉県

神奈川県

愛知県

大阪府

0
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平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

全国平均 東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府

件

※平成18年度にいじめの定義を見直し
●平成17年度まで（いじめの発生件数）
　　「自分より弱い者に対して、一方的に身体的・心理的な攻撃

を継続的に加え、相手が深刻な苦痛を感じているもの」

●平成18年度以降（いじめの認知件数）
　　「当該児童生徒が、一定の人間関係のある者から、心理的・
物理的な攻撃を受けたことにより、精神的な苦痛を感じて
いるもの」
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力向上を図るための調査」より作成

毎日の読書量（都内公立小学校5年生）
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2時間以上 １～2時間未満 30分～1時間未満 30分未満 読書をすることはない 不明
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力向上を図るための調査」より作成

毎日の読書量（都内公立中学校2年生（平成16年度のみ3年生））
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力向上を図るための調査」より作成

自分は根気強いほうだと思うか（都内公立小学校5年生）
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力向上を図るための調査」より作成

自分は根気強いほうだと思うか（都内公立中学校2年生（平成16年度のみ3年生））
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力を図るための調査」より作成

将来、社会や人のために役立つ仕事がしたいか（都内公立小学校5年生）
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●東京都教育庁「児童・生徒の学力を図るための調査」より作成

将来、社会や人のために役立つ仕事がしたいか（都内公立中学校2年生）
（平成16年度のみ3年生）
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中学校・高等学校生徒の私立学校在籍割合の推移

※全国：文部科学省「学校基本調査」より作成
※東京都：東京都総務局「学校基本調査」より作成

中学校
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東京の水道施設の年代別整備量

昭和30～40年代に整備した給水所や配水管について更新時期を迎えている。ただし、浄水場と異なり、ある程度の年度間平準化が可能。

※「東京水道長期構想 ＳＴＥＰⅡ」より作成
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浄水場施設能力と更新時期 

 
※ 大規模浄水場は、昭和３０年代後半から昭和４０年代の、高度経済成長期の需要急増に対応するために整備されたものが多く、施設能力全体の約

７割がこの時期に建設されている。浄水場の法定耐用年数は６０年のため、平成３０年代から集中的に更新時期を迎える。 

出所：東京都水道局 東京水道経営プラン 2010 
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出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 40～50 年代には下水道管全延長の約 5 割が建設され、今後、一斉に更新時期を迎える（耐用年数は約５０年） 

今後、耐用年数を超える下水道管が急増 

0

2,000
4,000

6,000

8,000
10,000

12,000

14,000
16,000

0

100

200

300

400

500

600
累計（km）年度別（km）

累計

区部管きょ延長
区部の下水道管の整備延長 

T1 H6S1 S15 S30 S50

一斉に更新期を迎える

1万4000km
耐用年数経過

1500km

37



 

（km）

多摩地域の流域下水道幹線の年度別整備延長 

Ｓ43    Ｓ53    Ｓ63    Ｈ10     Ｈ20  

出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

昭和４０～５０年代に整備した幹線が、今後、一斉に更新時期を迎える 
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出所：東京都下水道局 経営計画２０１０ 

多摩地域の流域下水道施設で耐用年数を超えて使用している割合 
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都営住宅建設年度別区市別ストック状況

（資料）　東京都都市整備局（2008（平成20年）3月31日現在）

（備考）　都営住宅には、一般都営住宅のほか、特定都営住宅、改良住宅
　　　　　再開発住宅、コミュニティ住宅、従前居住者用住宅、更新住宅を含む
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都営住宅等の更新費推計（平成10年7月推計）

注１） 96年度以前の実績推定値及び99年度以降の推計値は、95年度価格で実質化されている。
注２） 97、98年度の金額については便宜上、予算地に置き換えた。従って、その年度の建替事業戸数、住宅改善事業戸数、スーパーリフォーム事

業戸数と更新費とは正しく対応していない。

※「東京都が管理する社会資本の維持更新需要額の将来推計（平成10年7月、東京都政策報道室）」より作成
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内閣府「県民経済計算」より作成
注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を選定し、東京都と比較。

県内総生産（名目）の推移
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注）公務（国家公務、地方公務）を除く
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事業所数
5,869,339

金融・保険業 1.4

産業大分類別事業所数比較（全国・都・区市町村）

総務省「平成18年　事業所・企業統計調査報告」より作成

（単位：％）
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 41.9
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 41.4
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2.22.0
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1981 86 91 96 2001 06年

会社以外の法人

法人でない団体77.9

67.9

（万

経営組織別事業所数の推移（東京都）

資料　東京都「事業所・企業統計調査」
※「東京の産業と雇用就業2009」（産業労働局）より作成

44



従業者規模別民営事業所の事業所数、従業者数構成比（2006年）

総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）より作成

事
　
業
　
所
　
数

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

東京都

全国

東京都

全国

（％）

1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人

50～99人 100～199人 200～299人 300人以上 派遣・下請

事
　
業
　
所
　
数

従
　
業
　
者
　
数

60.9 19.2 10.9 3.7 2.6

50～99人・・・・・・・1.6　　　200～299人・・・・・・0.2　　　派遣・下請・・・・・・・0.1
100～199人・・・・・0.6　　　300人以上・・・・・・・0.2

57.0 20.7 11.6 4.1 3.0

50～99人・・・・・・・2.0　　　　300人以上・・・・・・0.4
100～199人・・・・・0.9　　　　派遣・下請・・・・・・0.1
200～299人・・・・・0.3

13.8 13.2 15.5 9.2

10.5

11.710.4 9.0 4.3 12.9

11.1 9.5 11.212.9 8.1 9.7 5.3 21.7

※全国事業所総数＝5,722,559所

※東京都事業所総数＝678,769所

※全国従業者総数＝54,184,428人

※東京都従業者総数＝8,239,042人
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都内地域別、都道府県別会社企業数の構成比（2006年）

東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成

都内地域別会社企業数の構成比 都道府県別会社企業数の構成比

都内
会社企業数

255,400社

全国
会社企業数

1,515,835社

区部
８５．３％

市部
１４．３％

郡部
０．３％

島部
０．２％

埼玉県
４．６％

神奈川県
５．７％

その他
５６．２％

東京都
１６．８％

大阪府
７．３％

千葉県
３．３％

愛知県
６．０％

注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中か
ら、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を
選定し、東京都と比較。
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）、東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成

注）境界未定地域とは、千代田区、中央区、港区の境界未定地、中央防波堤内側・外側埋立地及び鳥島等の所属未定地を指す。

会社企業数（2006年）
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注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の
中から、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、
名古屋市、大阪市を選定し、東京都区部・市
部・郡部・島部と比較。
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企業数

比率

東京都
企業総数　504,085社
中小企業数　499,289社
中小企業比率　99.0%

区市町村別中小企業数、中小企業比率（2006年）

※企業は会社企業と個人企業の合計。中小企業は、中小企業法の定義による。

東京都「東京の産業と雇用就業2009」から作成

＜参考＞中小企業の定義（中小企業基本法第2条第1項）
区　　分 資本金の額または出資の総額

製造業その他 3億円以下 300人以下
卸　売　業 1億円以下 100人以下

小売業・飲食店 5千万円以下 50人以下
サービス業 5千万円以下 100人以下
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都内地域別、都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比（2006年）

総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）、東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成

都内地域別資本金10億円以上の会社企業数の構成比

区部
９６．６％

市部
３．４％

都道府県別資本金10億円以上の会社企業数の構成比

東京都
４８．７％

その他
２６．８％

大阪府
１０．８％

愛知県
５．４％

神奈川県
４．９％

千葉県
１．８％

埼玉県
１．６％

都内
資本金１０億円以上

会社企業数

２，８９５社

全国
資本金１０億円以上

会社企業数

５，９４５社

注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中か
ら、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を
選定し、東京都と比較。
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東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成
注）境界未定地域とは、千代田区、中央区、港区の境界未定地、中央防波堤内側・外側埋立地及び鳥島等の所属未定地を指す。

都内資本金10億円以上の会社企業数（2006年）
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産業大分類別、資本金階級別都内会社企業数の全国比（2006年）

東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（会社企業編・平成18年）より作成

産業大分類別都内会社企業数の全国比
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順位 都道府県 倒産件数 発生率
1 長崎県 148 0.719
2 秋田県 112 0.698
3 福井県 113 0.652
4 高知県 78 0.645
5 島根県 70 0.602
6 大阪府 1,316 0.601
7 兵庫県 544 0.588
8 佐賀県 64 0.579
9 山梨県 93 0.574
10 山形県 107 0.571
21 東京都 2,538 0.475

全国 12,116 0.458

（株）東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」、「都道府県別倒産発生率（普通法人）調査」（2007年度）より作成
注）倒産発生率＝個人企業等を除いた普通法人倒産件数（株東京商工リサーチ調べ）÷普通法人の申告法人数（国税庁税務統計速報・平成19年度分）×100

18,735

企業の倒産件数の推移（負債総額１千万円以上）、倒産発生率（普通法人）（2007年度）

218,900
92,505
11,063
16,204

534,752

2,647,369

企業の倒産件数の推移（負債総額１千万円以上） 倒産発生率（普通法人）（2007年度）
普通申告法人数
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大阪府

0.313
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0.380

0.414

0.475
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0.574

0.579

0.588

0.601

0.602

0.645

0.652

0.698
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４７　　愛知県

４５　　千葉県

３９ 神奈川県

３３　　埼玉県

２１　　東京都

１０　　山形県

９　　　山梨県

８　　　佐賀県

７　　　兵庫県

６　　　大阪府

５　　　島根県

４　　　高知県

３　　　福井県

２　　　秋田県

１　　　長崎県

（％）

※普通法人とは、会社
等、相互会社、医療法
人、特定目的会社、中間
法人を含む。

東京都

15,466

13,170

16,146

14,732

2,376

2,8673,115
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総務省「事業所・企業統計調査」（平成18年）、東京都総務局「事業所・企業統計調査報告」（事業所編・平成18年）より作成
注１）新設（廃業）事業所割合＝2001年調査以後の新設（廃業）事業所数÷2006年調査時点の事業所総数×100
注２）境界未定地域とは、千代田区、中央区、港区の境界未定地、中央防波堤内側・外側埋立地及び鳥島等の所属未定地を指す。

新設・廃業事業所割合（民営事業所）
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① 港区 48.6%
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③ 新宿区 43.4%

④ 渋谷区 43.1%

⑤ 港区 43.0%

⑥ 台東区 37.1%

⑦ 文京区 36.8%

⑧ 豊島区 36.3%

⑨ 多摩市 35.9%

⑩ 中野区 35.2%
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

全国 東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府

（％）

新設事業所割合

廃業事業所割合

注）三大都市圏（首都圏、
中部圏、近畿圏）の中か
ら、埼玉県、千葉県、神奈
川県、愛知県、大阪府を
選定し、東京都と比較。

※境界未定地域を除く ※境界未定地域を除く
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厚生労働省「就職安定業務統計」より作成

都道府県別就職率の推移

27.8
26.8 26.3

28.2

30.2
31.4

32.3 32.2

28.8

25.2

36.5

33.5
32.2

35.1

39.7

41.8

43.6
44.6

42.5

37.2
38.8

36.5

34.7

36.5 36.8

38.6 39.3
40.1

38.7 38.1

5.0

15.0

25.0

35.0

45.0

55.0

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

（％）

全国 東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 福井県 島根県

大阪府　　　23.3
神奈川県　 20.3
愛知県　　　20.3
千葉県　　　19.8
埼玉県　　　19.7
東京都　　　18.9

大阪府　　　22.2
愛知県　　　22.1
神奈川県 　19.7
東京都　　　19.6
千葉県　　　19.1
埼玉県　　　18.8

愛知県　　　22.0
大阪府　　　21.7
神奈川県　 19.2
東京都　　　18.5
千葉県　　　18.5
埼玉県　　　18.2

愛知県　　　24.0
大阪府　　　23.9
神奈川県　 21.6
千葉県　　　20.8
東京都　　　20.4
埼玉県　　　20.3

大阪府　　　26.8
愛知県　　　26.2
千葉県　　　23.4
神奈川県 　23.2
埼玉県　　　23.0
東京都　　　22.5

大阪府　　　29.1
愛知県　　　27.7
神奈川県　 24.8
千葉県　　　24.8
東京都　　　23.5
埼玉県　　　23.5

大阪府　　　30.3
愛知県　　　29.3
埼玉県　　　26.6
千葉県　　　25.2
神奈川県　 25.2
東京都　　　24.7

大阪府　　　30.4
愛知県　　　29.7
千葉県　　　25.9
埼玉県　　　25.1
神奈川県 　24.6
東京都　　　24.0

大阪府　　　28.0
愛知県　　　26.2
千葉県　　　24.2
埼玉県　　　23.3
東京都　　　23.1
神奈川県 　22.5

大阪府　　　22.8
千葉県　　　22.0
愛知県　　　19.3
東京都　　　18.6
神奈川県 　18.6
埼玉県　　　18.4

◇就職率とは
・求職者に対する就職件数の割合をいい、「就職件数」を「新規求職申込件数」で除して算出
◇就職件数とは
・有効求職者が職業安定所の紹介により就職した（他県を含む）ことを確認した件数（臨時・季節雇用を含む）
・件数には、新規学卒者を除きパートタイムを含む（実数）

島根県

福井県

全国
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有効求人倍率の推移（季節調整値・パートタイムを含む）

厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」より作成
注１）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府を選定し、東京都と比較。
注２）年度ごとに各月の有効求人倍率を合算し、１２で除算している。

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

（倍）

全国 東京都

埼玉県 千葉県

神奈川県 愛知県

大阪府

1.06

1.68

1.51

1.91 1.91

1.34

愛知県

東京都
0.89

1.21

1.47
1.54

1.38

1.13

全国         0.69
大阪府      0.67
神奈川県   0.66
埼玉県      0.60
千葉県      0.58

大阪府     0.88
全国        0.86
神奈川県  0.83
埼玉県     0.77
千葉県     0.73

大阪府     1.06
神奈川県  1.04
全国        0.99
埼玉県     0.91
千葉県     0.85

大阪府     1.25
全国        1.06
埼玉県     1.03
神奈川県  1.02
千葉県     0.91

大阪府     1.20
全国        1.02
埼玉県     0.99
千葉県     0.94
神奈川県  0.94

大阪府    0.84
全国        0.78
埼玉県     0.77
神奈川県  0.75
千葉県     0.73
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その他
45.5

岐阜県 3.2京都府 3.1
新潟県 2.7 神奈川県

3.8

兵庫県 3.9

静岡県 4.4

埼玉県
 6.0

愛知県
 8.1

東京都
 9.6

大阪府
9.6

事業所数
483,084所

（％）

愛知県
10.2

その他
49.9

神奈川県
5.0

東京都
4.8

兵庫県
4.5

福岡県 2.7

茨城県 3.3

大阪府
 6.5

静岡県 5.3

埼玉県 5.2
従業者数

8,975,620人

千葉県2.7

（％）

愛知県 14.1

その他 45.0

三重県 3.4東京都 3.2

千葉県 4.2

茨城県 3.8

埼玉県 4.5

兵庫県
 4.7

大阪府
 5.4

静岡県
 5.8

神奈川県
6.0

出荷額等
338.9兆円

（％）

製造業の事業所数・従業者数・出荷額等全国比（2007年）

経済産業省「工業統計調査」より作成

56



都内製造業（従業者４人以上）の産業中分類別、地域別事業所数の構成比（2007年）

東京都総務局「東京の工業」（平成19年工業統計調査報告）より作成

都内製造業の産業中分類別事業所数の構成比

※従業者４人以上

都内製造業
事業所総数

（従業者4人以上）

18,681事業所

金属製品
１２．８％

印刷・同
関連事業
１９．９％

一般機械
１２．６％

食料品
５．６％

その他
１９産業
４３．６％

電気機械
５．６％

都内製造業の地域別事業所数の構成比

※従業者４人以上

大田区
１１．１％

足立区
７．１％

墨田区
６．８％

飾区
６．３％

江戸川区
６．２％

その他
１８区

４２．４％

都内製造業
事業所総数

（従業者4人以上）

18,681事業所

八王子市
４．０％

青梅市
１．７％

その他
２４市

１２．３％

郡部・島部
２．２％

区部
７９．８％

市部
１８．０％

57



都内製造業（従業者４人以上）の産業中分類別、地域別従業者数の構成比（2007年）

東京都総務局「東京の工業」（平成19年工業統計調査報告）より作成

都内製造業の産業中分類別従業者数の構成比

※従業者４人以上

都内製造業
従業者総数

（従業者4人以上）

３７１，２０６人

一般機械
１０．０％

印刷・同
関連事業
１９．１％

食料品
９．５％

輸送用
機械

８．２％

その他
１９産業
４５．４％

電気機械
７．７％

都内製造業の地域別従業者数の構成比

※従業者４人以上

大田区
８．５％

板橋区
６．５％

足立区
４．８％

墨田区
４．６％

江戸川区
３．９％

その他
１８区

３１．２％

八王子市
５．７％

日野市
４．４％

その他
２２市

２１．８％

郡部・島部
２．５％

区部
５９．５％

市部
３８．０％

都内製造業
従業者総数

（従業者4人以上）

３７１，２０６人
府中市
３．１％

青梅市
３．０％
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都内製造業（従業者４人以上）の産業中分類別、地域別製造品出荷額等の構成比（2007年）

東京都総務局「東京の工業」（平成19年工業統計調査報告）より作成

都内製造業の産業中分類別製造品出荷額等の構成比

※従業者４人以上

都内製造業
製造品出荷額等

総額
（従業者4人以上）

10兆6,383億円

一般機械
８．５％

印刷・同
関連事業
１４．９％

輸送用
機械

１４．２％その他
１９産業
４４．２％

電気機械
８．３％

情報通信
機械

１０．０％

都内製造業の地域別製品出荷額等の構成比

都内製造業
製造品出荷額等

総額
（従業者4人以上）

10兆6,383億円

大田区
７．４％ 板橋区

６．６％

江東区
３．４％

墨田区
３．２％

足立区
３．３％

日野市
９．５％

府中市
７．３％

八王子市
６．５％

羽村市
５．７％

昭島市
３．５％

その他
２１市

１７．５％

その他
１８区

２１．７％

郡部・島部
４．４％

区部
４５．５％

市部
５０．０％

※従業者４人以上
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都内製造業の事業所数、従業者数の推移

東京都総務局「東京の工業」（平成20年工業統計調査報告）より作成

0

30,000

60,000

90,000

120,000

Ｓ５０ Ｓ５１ Ｓ５２ Ｓ５３ Ｓ５４ Ｓ５５ Ｓ５８ Ｓ６０ Ｓ６３ Ｈ２ Ｈ５ Ｈ７ Ｈ１０ Ｈ１２ Ｈ１５ Ｈ１７ Ｈ２０

（所）

0

500,000

1,000,000

1,500,000
（人）

事業所数（左目盛）

従業者数（右目盛）

事
業
所
数

従
業
者
数

96,635所

40,137所

97,646所

1,074,010人

404,917人

事業所数

従業者数
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製造業の従業員規模別事業所数・出荷額等構成比（東京都・全国2007年）

経済産業省「工業統計調査」より作成

事
業
所
数

出
荷
額
等

1人～3人 59.6

1人～3人 46.5

4人～9人 23.6

4人～9人 24.3

30人～99人 14.8 100人～299人 20.7

300人以上 45.1

300人以上 52.5

 0.6

 2.5

 2.6

 7.3

4.3

10人～19人
9.2

10人～19人
 12.9

 9.4

4.5

 6.4

 3.9

20人～
29人 8.3

6.8

 2.8

30人～99人
 14.7

 2.3

 0.7

100人～299人
 12.7

 0.7

 0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都

全国

東京都

全国
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埼玉県
12.7

その他
 44.4

京都府
 4.7

愛知県
 6.3

大阪府
 9.2

東京都
 22.6

大阪府
11.4

埼玉県
 7.5

愛知県 6.4

神奈川県3.2

その他
 48.5

東京都
 22.8

外円　事業所数
１６，３２０所

内円　出荷額等
７．０兆円

都道府県別　事業所数・出荷額等構成比 （％）

（従業者４人以上）

その他 22.6

港区 2.6

荒川区 2.9

墨田区 3.0

千代田区 3.3
中央区

4.0 江東区
6.9 文京区

 8.2

北区 9.6

新宿区 17.2

板橋区 19.8

出荷額等
１．６兆円

区市町村別　出荷額等構成比 （％）
（従業者４人以上）

都道府県別　印刷・同関連事業所数・出荷額等構成比、
区市町村別出荷額等構成比（東京都・全国2007年）

経済産業省「工業統計調査」、東京都「東京の工業」より作成
※出荷額等の額が秘匿となっている自治体は、構成比上位５団体（区市町村は上位１０団体）から除く

62



長野県
 12.1

神奈川県
 9.7

東京都
 8.0

その他
 29.0

栃木県
 7.4

埼玉県
 6.1静岡県

 5.6 福島県
 5.8

兵庫県
 5.9

大阪府
 5.3

山形県
 5.3

神奈川県 12.5

東京都 11.1

長野県
 8.4

埼玉県 7.1

福島県 6.7

大阪府 5.0
群馬県

4.1

静岡県
 3.9

兵庫県
 3.4

新潟県
 3.3

その他
 34.7

外円　事業所数
２，２９３所

内円　出荷額等
１３．３兆円

都道府県別　事業所数・出荷額等構成比
（％）(従業者４人以上）

府中市 41.1

日野市 21.9

三鷹市 9.5

小平市 7.5

八王子市4.2

大田区 2.7

昭島市 2.5

町田市 1.8

国分寺市 1.5
羽村市 1.6

その他
 5.6

出荷額等
１．１兆円

区市町村別　出荷額等構成比（従業者数４人以上）
（％）

都道府県別　情報通信機械器具製造業事業所数・出荷額等構成比、
区市町村別出荷額等構成比（東京都・全国２００7年）

経済産業省「工業統計調査」、東京都「東京の工業」より作成
※出荷額等の金額が秘匿となっている自治体は、構成比上位10団体から除く
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新潟県 3.8

愛知県
4.4

福島県
 5.4

神奈川県
 5.3

その他
 31.0

栃木県
 6.6

長野県
 6.9

京都府
 7.3

静岡県
 7.5

埼玉県
 9.0

東京都
12.8その他

 31.3

福島県 3.5

京都府 3.6

栃木県
 3.9

愛知県
 4.7

福井県
 5.9

神奈川県
 6.1

長野県
 6.8

大阪府
 7.2

埼玉県
 9.5

東京都 17.5

都道府県別　事業所数・出荷額等構成比
（％）

外円　事業所数
４，２５４所

内円　出荷額等
４．３兆円

(従業者数４人以上）

西東京市 24.8

板橋区 18.6

八王子市 18.1

その他 22.8

大田区4.0青梅市 3.0

多摩市 2.6

町田市 1.9

墨田区 1.5

足立区 1.4
北区 1.3

区市町村別　出荷額等構成比 （％）

出荷額等
０．６兆円

（従業者数４人以上）

都道府県別　精密機械器具製造業事業所数・出荷額等構成比、
区市町村別出荷額等構成比（東京都・全国2007年）

経済産業省「工業統計調査」、東京都「東京の工業」より作成
※出荷額等の額が秘匿となっている自治体は、構成比上位１０団体から除く
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卸売・小売業の事業所数、従業者数、年間商品販売額の全国比（2007年）

経済産業省「商業統計調査」（平成19年）、東京都総務局「商業統計調査報告」（卸売・小売業・平成19年）より作成
注）三大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）の中から、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、大阪府、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、名古屋市、大阪市を
　　選定し、東京都（区部・市部・郡部・島部）と比較。

10.2

3.8
3.3

4.6
5.4

7.3

14.2

4.2 3.7

5.5
6.3

8.2

33.2

2.8
2.2

3.8

7.9
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0.0
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（％） 事業所数 従業者数 年間商品販売額
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卸売業の事業所数、年間商品販売額の区市町村別分布状況（2007年）

※「グラフィック　東京の産業と雇用就業2009」より転載 
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卸売業の就業者規模別事業所数、就業者数、年間商品販売額構成比 

（東京都、2007 年）  
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12.7
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100 人以上 63.6
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事業所数 

年間商品 
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(％)

注   就業者は、従業者に臨時雇用者及び別経営の事業所から派遣され 
    ている人を加え、別経営の事業所に派遣している人を除いたもの。 
資料 東京都「商業統計調査」 

※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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卸売業の業種別年間商品販売額 （東京都、2007 年）  
 
 
 

◇各種商品卸売業とは 

繊維・衣服等卸売業、飲食料品卸売業、建築材料、鉱物・金属材

料等卸売業、機械器具卸売業、その他の卸売業（代理商、仲立業を

除く）の複数にわたり、かつ小分類３項目以上にわたる商品の仕入れ

を行う事業所で、その性格上いずれが主たる事業か判別できない事

業所（従業者は常時 100 人以上のもの） 

≪例≫ 総合商社、貿易商社等 
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各種商品
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機械器具

家具・建具・じゅう器等

医薬品・化粧品等

他に分類されない卸売業

（兆円）

資料 経済産業省「商業統計調査」 
※「東京の産業と雇用就業 2009」（東京都産業労働局）より転載 
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世田谷区 5.3
大田区 4.9

足立区 4.6

渋谷区 3.9

杉並区 3.9

その他市町村
24.7

その他区部
52.6

事業所数
10.3万所

その他区部
49.6

その他市町
村27.8

足立区 4.1

大田区 4.1

渋谷区 4.7

新宿区 4.8
世田谷区 4.9

従業者数
77.8万人

その他区部
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その他市町村
22.9

中央区
 8.5 新宿区

7.8
渋谷区

6.6
千代田区 5.2

豊島区 4.5

年間商品
販売額

17.3兆円

その他区部
49.3

その他市町村
27.7

中央区 4.1

足立区 4.3

八王子市 4.6

新宿区 4.9
渋谷区 5.0

売場面積
1,163万㎡

　　　　　都内小売業の区市町村別事業所数、従業者数、年間商品販売額、売場面積構成比（2007年）

経済産業省「商業統計調査」、東京都「東京の産業と雇用就業2009」より作成
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（％）

（％）
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都内小売業の業種別事業所数、年間商品販売額の全国比（2007年）

資料　経済産業省「商業統計調査」
※「東京の産業と雇用就業2009」より作成

 ◇各種商品小売業とは
　・百貨店、総合スーパー
　・衣食住にわたる各種商品を小売する事業所で、その事業所の性格上
　　いずれが主たる販売商品であるかが判別できない事業所（従業者が
　　常時50人未満のもの）
 ◇その他小売業とは
  ・医薬品、医療品、化粧品、農耕用品、書籍、文房具、時計、楽器など
　　他に分類されない商品を小売する事業所
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都内小売業の業態別事業所数、就業者数、年間商品販売額、売場面積の構成比（2007年）

経済産業省「商業統計調査」（平成19年）より作成
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◇中心店とは
　・衣料品、食料品、住関連の商品を50%以上扱う小売店をいう。
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